
愛知県災害医療調整本部等設置要綱  

 

（目的）  

第１条 この要綱は、県内に大規模災害が発生した際に、医療に関する調整が円滑に実施

できる体制の確保を図るために、愛知県地域防災計画に基づき愛知県災害対策本部（以

下「災害対策本部」という。）の下に設置する、愛知県災害医療調整本部（以下「災害

医療調整本部」という。）、２次医療圏単位で設置する愛知県地域災害医療対策会議（以

下「地域災害医療対策会議」という。）及び愛知県地域防災計画及び日本ＤＭＡＴ活動

要領に基づき設置する愛知県ＤＭＡＴ調整本部（以下「ＤＭＡＴ調整本部」という。）

並びに愛知県ＤＰＡＴ調整本部（以下「ＤＰＡＴ調整本部」という。）の、組織及び運

営に関して必要な事項を定める。  

 

（定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。  

（１）ＤＭＡＴ指定医療機関  

 ＤＭＡＴの派遣に協力する意志及びＤＭＡＴの活動に必要な人員、装備を持ち、県

に指定された医療機関をいう。  

（２）ＤＭＡＴ活動拠点本部  

 ＤＭＡＴ調整本部の指揮の下、災害拠点病院等に設置される、参集したＤＭＡＴの

指揮及び調整等を行う本部をいう。  

（３）ＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部  

 ＤＭＡＴ調整本部の指揮の下、ＳＣＵ（広域医療搬送拠点）に設置される、ＳＣＵ

に参集したＤＭＡＴの指揮及び調整等を行う本部をいう。  

（４）ロジスティクス  

 ＤＭＡＴ又はＤＰＡＴの活動に必要な連絡、調整、情報収集の業務等を含む、ＤＭ

ＡＴ活動又はＤＰＡＴ活動に関わる通信、移動手段、医薬品、生活手段等を確保する

ことをいう。  

（５）ＤＰＡＴ活動拠点本部  

ＤＰＡＴ調整本部の指揮の下、保健所等に設置される、参集したＤＰＡＴの指揮及

び調整等を行う本部をいう。  

 

（災害医療調整本部の設置）  

第３条 健康福祉部保健医療局長（以下「保健医療局長」という。）は、県内に震度６強以

上の地震が発生した場合、若しくは、県内に災害が発生して、全県的な医療に関する調

整が必要となった場合に、災害対策本部の下に災害医療調整本部を設置し、本部災害医

療コーディネーターを招集するとともに、愛知県医師会、愛知県歯科医師会、愛知県薬

剤師会、愛知県看護協会、愛知県病院協会、その他関係機関に対して、職員の派遣を要

請する。  

 



（災害医療調整本部の所管事務）  

第４条 災害医療調整本部は、次の事務をつかさどる。  

（１）全県域を対象とした医療資源の配置調整及び患者搬送調整に関すること。  

（２）国や他都道府県等に対する医療支援の要請及び受入れと、その派遣調整に関するこ

と。  

（３）地域災害医療対策会議の支援に関すること。  

（４）その他、上記に必要な情報の収集・分析、調整に関すること。  

 

（災害医療調整本部の組織及び運営）  

第５条 災害医療調整本部は、保健医療局長が本部長として統括するとともに、次により

構成する。  

（１）本部災害医療コーディネーター  

県全域の災害時の医療提供体制を統括し、調整を行う業務を行う。  

（２）関係機関職員  

   各関係機関で収集した情報の提供・共有を行うとともに、各関係機関との連絡調整

を行う。  

２ その他災害医療調整本部の運営等に必要な事項は、保健医療局長が別に定めるものと

する。  

 

（災害医療調整本部の事務局）  

第６条 災害医療調整本部の事務局は、健康福祉部保健医療局において処理する。  

 

（災害医療調整本部の廃止）  

第７条 保健医療局長は、災害医療調整本部による全県的な医療に関する調整が不要と判

断する場合に、災害医療調整本部を廃止する。  

 

（地域災害医療対策会議の設置）  

第８条 別表に規定する２次医療圏ごとの基幹となる保健所長等（以下「保健所長等」と

いう。）は、各２次医療圏内において、震度６弱以上の地震が発生した場合、若しくは

災害が発生して２次医療圏としての医療に関する調整が必要となった場合に、地域災害

医療対策会議を設置し、地域災害医療コーディネーターを招集するとともに、管内の災

害拠点病院、市町村、地区医師会、地区歯科医師会、地区薬剤師会、その他関係機関等

に対して、職員の派遣を要請する。なお、地域災害医療対策会議の設置場所については、

保健所長等が別に定める。  

 

（地域災害医療対策会議の所管事務）  

第９条 地域災害医療対策会議は、次の事務をつかさどる。  

（１）各２次医療圏内における医療資源の配置調整及び患者搬送調整に関すること。  

（２）各２次医療圏内の医療機関及び市町村の医療支援に関すること。  

（３）災害医療調整本部に対する医療支援の要請に関すること。  



（４）ＤＭＡＴ活動拠点本部との連携に関すること。  

（５）その他、上記に必要な情報の収集・分析、調整に関すること。  

 

（地域災害医療対策会議の組織及び運営）  

第１０条 地域災害医療対策会議は、保健所長等が議長として統括するとともに、次によ

り構成する。  

（１）地域災害医療コーディネーター  

各２次医療圏における災害時の医療提供体制を統括し、調整する業務を行う。  

（２）各２次医療圏内の市町村、関係機関の職員  

   各関係機関で収集した情報の提供・共有を行うとともに、各関係機関との連絡調整

を行う。  

２ 保健所長等は、地域災害医療対策会議の設置や運営が円滑に行われるよう、平常時よ

り、事前に、被災等により自身が不在の場合に議長の代理をする者を指定しておくなど

の対策を講じるものとする。  

３ その他、地域災害医療対策会議の運営等に必要な事項は、保健所長等が別に定めるも

のとする。  

 

（地域災害医療対策会議の事務局）  

第１１条 地域災害医療対策会議の事務局は、各２次医療圏内の保健所（名古屋医療圏に

おいては名古屋市健康福祉局）において処理する。  

 

（地域災害医療対策会議の廃止）  

第１２条 保健所長等は、所管する２次医療圏内において、地域災害医療対策会議による

市町村の区域を越えた医療に関する調整が不要と判断する場合に、地域災害医療対策会

議を廃止する。  

 

（ＤＭＡＴ調整本部の設置）  

第１３条 保健医療局長は、県内において大規模災害等が発生してＤＭＡＴが活動を行う

場合で、その指揮統制が必要であると判断する場合に、災害医療調整本部が設置されて

いる場合には災害医療調整本部の下に、設置されていない場合には健康福祉部保健医療

局の下に、県内で活動する全てのＤＭＡＴを統括するＤＭＡＴ調整本部を設置する。  

２ 保健医療局長は、本部災害医療コーディネーターの内、厚生労働省が実施する「統括

ＤＭＡＴ研修」を修了し、厚生労働省に登録された統括ＤＭＡＴ登録者の中から、ＤＭ

ＡＴ調整本部責任者を任命するとともに、その業務を支援するため、県内のＤＭＡＴ指

定医療機関に対してＤＭＡＴ（以下「本部支援ＤＭＡＴ」という。）の派遣を要請する。  

 

（ＤＭＡＴ調整本部の所管事務）  

第１４条 ＤＭＡＴ調整本部は、災害発生直後からの早い段階において、県内で活動する

すべてのＤＭＡＴを統括するものとし、次の事務をつかさどる。  

（１）県内で活動するすべてのＤＭＡＴの指揮及び調整に関すること。  



（２）ＤＭＡＴ活動拠点本部、ＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部の設置、指揮、調整に関すること。  

（３）県内で活動するＤＭＡＴ、医療機関へのロジスティクスに関すること。  

（４）地域医療搬送（域内搬送）における受入病床及び搬送手段の確保の調整に関するこ

と。  

（５）ドクターヘリの運航に関わる調整に関すること。  

（６）厚生労働省とのＤＭＡＴについての情報共有に関すること。  

（７）ＤＭＡＴの撤収及び追加派遣の必要性の判断に関すること。  

（８）その他、上記に必要な情報の収集・分析、調整に関すること。  

 

（ＤＭＡＴ調整本部の組織及び運営）  

第１５条 ＤＭＡＴ調整本部は、次により構成する。  

（１）ＤＭＡＴ調整本部責任者  

保健医療局長の指揮・命令系統の下、ＤＭＡＴ調整本部の責任者として、県内で活

動する全てのＤＭＡＴの活動に関する方針の決定に関与する。  

（２）本部支援ＤＭＡＴ  

ＤＭＡＴ調整本部責任者のサポート業務等を行う。  

２ その他ＤＭＡＴ調整本部の運営等に必要な事項は、保健医療局長が別に定めるものと

する。  

 

（ＤＭＡＴ調整本部の事務局）  

第１６条 ＤＭＡＴ調整本部の事務局は、健康福祉部保健医療局において処理する。  

 

（ＤＭＡＴ調整本部の廃止）  

第１７条 保健医療局長は、ＤＭＡＴ調整本部責任者の意見を参考にして、ＤＭＡＴ活動

の統制が不要であると判断する場合に、ＤＭＡＴ調整本部を廃止する。  

 

（ＤＰＡＴ調整本部の設置）  

第１８条 保健医療局長は、県内において大規模災害等が発生してＤＰＡＴが活動を行う

場合で、その指揮統制が必要であると判断する場合に、災害医療調整本部が設置されて

いる場合には災害医療調整本部の下に、設置されていない場合には健康福祉部保健医療

局の下に、県内で活動する全てのＤＰＡＴを統括するＤＰＡＴ調整本部を設置する。  

２ 保健医療局長は、厚生労働省に登録されたＤＰＡＴ統括者を、ＤＰＡＴ調整本部責任

者として任命する。  

 

（ＤＰＡＴ調整本部の所管事務）  

第１９条 ＤＰＡＴ調整本部は、災害発生直後からの早い段階において、県内で活動する

すべてのＤＰＡＴを統括するものとし、次の事務をつかさどる。  

（１）県内で活動するすべてのＤＰＡＴの指揮、調整及びロジスティクスに関すること。  

（２）国や他都道府県に対するＤＰＡＴの派遣要請、受入れ、及びその派遣調整に関する

こと。  



（３）ＤＰＡＴ活動拠点本部の設置、指揮、調整に関すること。  

（４）ＤＭＡＴ調整本部等との連絡及び調整に関すること。  

（５）厚生労働省及び災害時こころの情報センターとの情報共有に関すること。  

（６）ＤＰＡＴの撤収及び追加派遣の必要性の判断に関すること。  

（７）その他、上記に必要な情報の収集・分析、調整に関すること。  

 

（ＤＰＡＴ調整本部の組織及び運営）  

第２０条 ＤＰＡＴ調整本部は、次により構成する。  

（１）ＤＰＡＴ統括者  

保健医療局長の指揮・命令系統の下、ＤＰＡＴ調整本部の責任者として、県内で活

動する全てのＤＰＡＴの活動に関する方針の決定に関与する。  

（２）関係機関職員  

ＤＰＡＴ統括者のサポート業務等を行う。  

２ その他ＤＰＡＴ調整本部の運営等に必要な事項は、保健医療局長が別に定めるものと

する。  

 

（ＤＰＡＴ調整本部の事務局）  

第２１条 ＤＰＡＴ調整本部の事務局は、健康福祉部障害福祉課こころの健康推進室及び

精神保健福祉センターにおいて処理する。  

 

（ＤＰＡＴ調整本部の廃止）  

第２２条 保健医療局長は、ＤＰＡＴ統括者の意見を参考にして、ＤＰＡＴ活動の統制が

不要であると判断する場合に、ＤＰＡＴ調整本部を廃止する。  

 

附 則  

（施行期日）  

 この要綱は、平成２５年１０月２８日から施行する。  

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。  

この要綱は、平成２７年３月２３日から施行する。  

  



別表  

２次医療圏  基幹となる保健所長等  

名古屋医療圏  名古屋市健康福祉局参事（保健） 

海部医療圏  津島保健所長  

尾張中部医療圏  清須保健所長  

尾張東部医療圏  瀬戸保健所長  

尾張西部医療圏  一宮保健所長  

尾張北部医療圏  春日井保健所長  

知多半島医療圏  半田保健所長  

西三河北部医療圏  衣浦東部保健所長  

西三河南部東医療圏  西尾保健所長  

西三河南部西医療圏  衣浦東部保健所長  

東三河北部医療圏  新城保健所長  

東三河南部医療圏  豊川保健所長  

 

 

 


